
京都市住宅供給公社行動計画 

 

職員がその能力を発揮し，仕事と生活の調和を図り働きやすい労働環境の整備を行うため，

次のように行動計画を策定する。 

 

１ 取組期間   

令和２年４月 1日～令和７年３月３１日までの５年間 

 

２ 内容 

目標 1 

育児休業等の制度について，必要となる情報を集約したものを，職員及び管理職に配布し，

改めて制度の周知を図る。 

＜対策＞ 

 ●令和２年度中   出産や育児に関する休暇・休務等の一覧表を作成し，全職員へ周知

する。 

 

目標２ 

子育てや介護等に関わる時間の確保のため，「長時間労働」から短時間で成果をあげる

「生産性の高い働き方」へ働き方を転換し，時間外勤務を縮減する。 

＜対策＞ 

●令和２年４月～  時間外勤務の状況について実態を把握する。 

〃       各部署において時間外勤務の縮減目標を策定するとともに，公社全 

           体での取り組みとして，定時退庁日及び時間外勤務の縮減週間や一 

斉消灯日の実施等を継続する。 

 

目標３ 

年次有給休暇の一人当たりの年間休暇平均取得日数が，法定取得義務日数を上回るよう

に取得促進する。 

＜対策＞ 

●令和２年４月～  年次有給休暇の取得状況について実態を把握する。 

●令和２年１０月～ 各部署において年次有給休暇の取得計画を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画 

 

男女ともに全社員が活躍できる雇用環境の整備を行うため，次のように行動計画を策定す

る。 

 

１ 計画期間   

令和４年４月 1日～令和７年３月３１日までの３年間 

 

２ 目標と取組内容 

目標 

全社員に占める女性労働者の割合を５０％以上とする。 

 

＜対策＞ 

 ●令和４年度中    仕事と育児の両立を支援するため，出産や育児に関する休暇・休務

等の一覧表を，改めて全職員へ周知する。 

              妊産婦（妊娠中の女性及び産後１年を経過しない女性をいう。）や育

児中の職員の時間外勤務の免除等の規程を改めて周知する。 

 

 


